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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

４ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

５ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,717,715 3,461,633 4,721,153 5,050,048 6,911,794

経常利益 (千円) 125,295 50,607 130,237 164,122 237,062

当期純利益 (千円) 59,415 18,305 21,915 61,848 88,492

純資産額 (千円) 1,374,741 1,393,047 1,346,903 1,505,772 1,942,875

総資産額 (千円) 2,652,080 2,795,231 3,137,843 3,556,352 5,050,704

１株当たり純資産額 (円) 331,502.70 335,916.92 83,658.57 85,774.54 25,382.46

１株当たり当期純利益 (円) 14,170.29 4,414.21 1,349.21 3,665.11 1,235.93

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 13,870.35 ― 1,305.95 3,465.30 1,144.41

自己資本比率 (％) 51.8 49.8 42.9 42.3 38.5

自己資本利益率 (％) 4.32 1.31 1.63 4.34 5.13

株価収益率 (倍) 23.50 48.25 199.38 49.38 63.92

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △120,870 13,396 △44,569 27,793 △330,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △184,828 △161,010 △116,022 △268,792 △238,424

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 72,446 377,092 175,772 124,770 612,920

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 945,592 1,175,069 1,190,250 1,074,021 1,117,648

従業員数 (人) 326 317 336 337 353



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

３ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

５ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,629,538 3,369,419 4,630,573 4,663,744 6,538,162

経常利益 (千円) 136,692 46,359 113,835 141,453 209,621

当期純利益 (千円) 68,479 14,442 10,474 54,920 76,959

資本金 (千円) 508,375 508,375 518,831 595,868 782,644

発行済株式総数 (株) 4,310 4,310 17,479 19,053 82,328

純資産額 (千円) 1,383,804 1,398,247 1,340,662 1,492,603 1,918,173

総資産額 (千円) 2,640,274 2,797,883 3,070,331 3,444,401 4,922,034

１株当たり純資産額 (円) 333,688.20 337,170.94 83,270.94 85,024.41 25,059.75

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
― 
(―)

2,000
(―)

500
(─)

500 
(─)

125
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 16,331.81 3,482.74 644.87 3,254.53 1,074.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 15,986.12 ― 624.19 3,077.11 995.26

自己資本比率 (％) 52.4 50.0 43.7 43.3 39.0

自己資本利益率 (％) 4.95 1.03 0.78 3.88 4.51

株価収益率 (倍) 20.39 61.15 417.14 55.61 73.50

配当性向 (％) ― 57.42 77.54 15.36 11.63

従業員数 (人) 323 317 315 317 334



２ 【沿革】 

当社は、昭和56年に設立された日本エス・イー株式会社(情報システム開発を事業内容とした、東京地

域を拠点に事業展開するソフトウェア開発会社)の大阪営業所を前身としております。同営業所は、平成

２年６月に日本エス・イー株式会社の100％子会社である関西日本エス・イー株式会社として分社され、

平成９年２月、日本エス・イー株式会社からＭＢＯ(マネジメント・バイ・アウト)により独立、同年８月

に社名をネクストウェア株式会社へ変更いたしました。平成13年４月には、ネクストアイ株式会社を子会

社化し、また、平成16年２月にはネクストアイ株式会社が株式会社キャディックスからケーブルテレビ局

向け線路設計ＣＡＤ等の事業を譲受け、社名をネクストキャディックス株式会社に変更し、現在に至って

おります。 

  

 
  

年月 事項

平成２年６月 大阪市北区天神橋一丁目19番６号に関西日本エス・イー株式会社(資本金10,000千円)を設立

平成３年３月 本社を大阪市中央区北久宝寺町四丁目３番11号に移転

平成６年３月 日本エス・イー株式会社より同社名古屋営業所の営業権をすべて譲受、名古屋市中村区に当社名

古屋営業所を開設

平成８年８月 名古屋営業所を名古屋市中区に移転

平成９年８月 関西日本エス・イー株式会社よりネクストウェア株式会社へ商号変更

平成９年８月 名古屋営業所を名古屋支店に組織変更

平成９年８月 ＪＰＳＡ(日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会)に加入

平成10年６月 東京事務所を東京都渋谷区に開設

平成10年10月 ＫＥＩＳ(関西電子情報産業協同組合)に加入

平成10年12月 ＪＡＰＥＴ(㈳日本教育工学振興会)に加入

平成11年２月 国際展示会ＣｅＢＩＴ '99(ドイツ・ハノーバー)にジャパンブースとして出展

平成12年４月 ウェアコンサルティング事業本格事業化

平成12年12月 大阪証券取引所 ナスダック・ジャパン市場(現ヘラクレス市場)に上場

平成13年４月 ネクストアイ株式会社（現ネクストキャディックス株式会社）を子会社化(現連結子会社)

平成13年６月 青山人材／開発センターを東京都渋谷区に開設

平成13年11月 豊田開発センターを愛知県豊田市に開設

平成16年２月 ネクストアイ株式会社が株式会社キャディックスより営業の一部を譲受け、社名をネクストキャ

ディックス株式会社に変更

平成16年５月 ㈳関西経済連合会に加入

平成16年10月 日本インターグラフ社とＧＩＳ及びユーティリティ製品に関する販売代理店契約締結

平成17年７月 日本ブロードビジョン株式会社とＶＡＲ（付加価値再販売業務）契約締結

平成18年２月 ＥＭＣジャパン株式会社とソフトウェア製品に関する販売代理店契約締結



３ 【事業の内容】 

当企業集団は、ネクストウェア株式会社（当社）及び子会社４社（ネクストキャディックス株式会社・

ネクストウェルネス株式会社・その他２社）により構成され、データベースに特化したネットワークシス

テムの構築から運営代行、コンサルティングまで、コンピュータソフトウェアにおけるアウトソーシング

全般を行っております。 

 当社の事業内容は以下のとおりであります。 

[ＯＳ（システムアウトソーシング）事業] 

ＯＳ事業は、顧客企業に常駐してリアルタイムに最適かつ最良のソリューションを提供する「運用プ

ロフェッショナルサービス（オンサイト型）」と顧客の情報処理投資を最大限に活かす「受託型のプロ

セスアウトソーシングサービス（インハウス型）」が一体となった循環型のサービスであり、システム

のライフサイクルをワンストップでフルサポートしております。 

 オンサイト型ＯＳ事業では、顧客企業に常駐することで顧客ニーズを的確に把握し、急激に変化する

環境や情報に対し迅速に対応することを可能にいたしました。当企業集団が開発、納品したシステム

を、納入後も運用サポートすることで、システム全体としての高いパフォーマンスを実現することがで

き、顧客各社からの高い評価をいただいております。 

 インハウス型ＯＳ事業では、従来のシステム設計、開発から必要に応じてハードウェアの提供、顧客

企業のサーバー管理や運用まで、ネットワークシステムを含む幅広いサービスを提供しております。 

 受注分野は、データベース技術を基盤とした基幹系システム、情報系システム、Ｗｅｂ系システム等

多岐にわたっております。 

＜関係会社＞ ネクストウェア㈱ 

  

[ＳＩ（システムインテグレーション）事業] 

ＳＩ事業は、製造・小売・ＣＡＴＶなどのインダストリーに特化したノウハウと、ＥＲＰやＣＲＭな

どを核としたネットワークやデータベース技術のみならず、対応する業務やプロセスに深い理解を持つ

スペシャリストとして、顧客に対して柔軟な対応力をもって高品質かつ低価格なソリューションを提供

しております。 

 具体的には、平成17年７月に日本ブロードビジョン株式会社とＶＡＲ（Value Added Reseller : 付

加価値再販売業務）契約を締結し、次世代プロセス管理システム「BroadVision Process」を中核とし

た商品の各種業界向けソリューションの開発・販売を共同で行っております。今後は、この次世代プロ

セス管理システムを始めとした業種業態型ソリューションをＣＡＴＶ業界、ユーティリティ業界、製造

業界及び流通業界へ積極的に展開してまいります。 

＜関係会社＞ ネクストウェア㈱、ネクストキャディックス㈱ 

  

[ＰＢＳ（プロフェショナルビジネスソリューション）事業] 

ＰＢＳ事業は、拡大・多様化するネットワーク環境において、データストレージ、セキュリティ、ハ

ードウェアデザインなど、当社が培ってきた技術力と経験をもとに、総合的な視点からマーケティング

およびコンサルティングを実施し、市場のニーズにマッチした最適なＩＴアーキテクチャの提供を行っ

ております。顧客の潜在的な情報システム価値を引き出すことで、業務プロセスのナレッジ化、効率化

を徹底的に促進し、顧客の企業価値を最大化させる種々の提案を行っております。 

 具体的には、顧客が保有する膨大なデータに対し、ストレージマネージメントソリューションを実

施、快適なアプリケーションサーバ、ストレージ環境を企画・提案・サポートいたします。また、平成

18年２月にＥＭＣジャパン株式会社と業務提携を行い、日本国内におけるストレージ・ソフトウェアの

ディストリビュータとして同ソフトウェアの販売を開始しております。今後は、蓄積されたＩＴアーキ

テクチャをベースに行政、企業、医療・教育機関をコーディネートし、来たるべきユビキタス社会に対

応すべく新たなサービスやビジネスを創造してまいります。 

＜関係会社＞ ネクストウェア㈱ 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 特定子会社であります。 

２ 平成18年５月より、東京都港区へ移転しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 
ネクストキャディックス㈱

東京都渋谷区 120

ケーブルテレビ線路設計
ＣＡＤ、ケーブルテレビ
局管理システム、伝送路
監視システム

75.0 役員の兼任３名

事業部門等の名称 従業員数(人)

ＯＳ事業 258

ＳＩ事業 37

ＰＢＳ事業 17

全社(共通) 41

合計 353

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

334 31.7 6.2 4,730



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)におけるわが国経済は、企業収益の改善を背

景とした設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善、個人消費の緩やかな増加などがみられ内需を中心に

回復基調で推移してまいりました。 

 当企業集団が属するＩＴ関連業界におきましては、平成17年４月１日の個人情報保護法の施行により

情報セキュリティ対策投資が本格化したことに加えて、システム更新の需要やＩＴ投資促進税制等の支

援策もあり、企業におけるＩＴ投資は引き続き堅調に推移いたしました。一方で、企業の会計不祥事が

相次いで発覚し、財務面での透明性を高める内部統制や会計基準などの整備を明確にする取り組みが活

発化しております。 

 このような状況下、当企業集団は顧客の企業価値を最大限に高め、新たなビジネス環境までをもクリ

エイトすることを目的とした「ウェアコンサルティング」という考えのもとに提案型ＩＴマネージメン

トサービスの受注活動を拡大展開し、これに向けて人材の確保、システム開発の先行投資を積極的に行

いました。並びに、業務提携や有力な外注パートナーとの連携強化が進み、大きく受注拡大を図ること

が出来ました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は6,911百万円（前期比1,861百万円増、36.9％増）となりまし

た。新規事業の受注活動や業務フローの効率化などにより経常利益は237百万円（前期比72百万円増、

44.4％増）となり、当期純利益は88百万円（前期比26百万円増、43.1％増）となりました。 

 

 当連結会計年度における事業分野別の概況は次のとおりであります。 

  

『ＯＳ事業』 

ＯＳ事業では、システムインフラ整備などのＩＴ投資が堅調な大手・中堅顧客層を中心に、情報系

システムの構築やデータベースの保守・運用、業務効率の向上や企業内のシステムインフラ整備関連

の受注活動に傾注し、新規顧客開拓が順調に推移しました。 

 この結果、ＯＳ事業の売上高は、3,865百万円（前期比465百万円増、13.7％増）となりました。 

  

『ＳＩ事業』 

ＳＩ事業では、ＩＴによる経営効率の向上を目指すＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客に対し

て、これまで培った業務ノウハウやシステム構築技術を駆使し、顧客の情報システム部門などに代わ

って企画から開発、保守、運用まで全面的にサポートする付加価値の高いサービスを提供することに

注力いたしました。また、日本ブロードビジョン株式会社、株式会社豆蔵、応用技術株式会社、株式

会社ソフトクリエイトと業務提携をはかり、お客さまの多種多様なニーズに即応したインテグレーシ

ョンサービスを提供してまいりました。 

 この結果、ＳＩ事業の売上高は、1,461百万円（前期比89百万円増、6.6％増）となりました。 

  



『ＰＢＳ事業』 

ＰＢＳ事業は、当連結会計年度より本格的に稼動し、新しいビジネスモデルとして当企業集団の中

核事業の一つに成長してまいりました。サーバストレージとネットワークの融合など技術環境の変

化、データのセキュリティ対策、コンプライアンス（法令遵守）対応への企業ニーズの高まり等の経

営環境の変化を背景に、今後マーケット規模が拡大するデータストレージ分野をターゲットに積極的

な受注活動を推進してまいりました。 

 この結果、ＰＢＳ事業の売上高は1,585百万円（前期比1,306百万円増、468.7％増）となりまし

た。 

  

※従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたの

で、当連結会計年度より区分表示しております。また、前期との比較においても、変更後の区分によって

おります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は1,117百万円となり、前連結会計年度末より43百万

円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

仕入債務の増加による収入769百万円、税金等調整前当期純利益による収入220百万円等がありまし

たが、売上債権の増加による支出1,191百万円、たな卸資産の増加による支出142百万円等により、営

業活動によるキャッシュ・フローは330百万円の支出となりました。（前年同期は27百万円の収入） 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

差入保証金による支出108百万円、無形固定資産の取得による支出92百万円等により、投資活動に

よるキャッシュ・フローは238百万円の支出となりました。（前年同期は268百万円の支出） 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

長期借入れによる収入450百万円、新株予約権の行使による収入347百万円等により、財務活動によ

るキャッシュ・フローは612百万円の収入となりました。（前年同期は124百万円の収入） 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
  

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,418,238 3,909,323 491,085 14.4

ＳＩ事業 1,400,116 1,585,087 184,971 13.2

ＰＢＳ事業 313,074 1,596,543 1,283,469 410.0
合  計 5,131,428 7,090,953 1,959,525 38.2

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

ＯＳ事業 3,362,785 842,590 4,861,991 1,839,067 1,499,206 996,477

ＳＩ事業 1,258,537 266,836 1,836,525 642,352 577,988 375,516

ＰＢＳ事業 496,781 218,002 1,843,088 475,819 1,346,307 257,817
合  計 5,118,103 1,327,428 8,541,604 2,957,238 3,423,501 1,629,810

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,400,080 3,865,513 465,432 13.7

ＳＩ事業 1,371,187 1,461,008 89,821 6.6

ＰＢＳ事業 278,779 1,585,271 1,306,492 468.7
合  計 5,050,048 6,911,794 1,861,746 36.9

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

東京女子医科大学病院 ― ― 954,367 13.81

㈱トヨタコミュニケーションシステム 591,732 11.72 548,294 7.93

シャープシステムプロダクト㈱ 447,060 8.85 375,209 5.43



３ 【対処すべき課題】 

情報サービス業界は、ＴＣＯ（コンピュータシステムの導入、維持・管理などにかかる費用の総額）

削減を含めた顧客の情報化投資ニーズの高度化のもと、技術力や提案力・コスト競争力を保持する企業

と、その他の企業との二極化が起こりつつあります。 

 このような中で、当社はコンサルティングからＩＴアーキテクチャの提供、開発、運用、保守のシス

テムサイクルを一貫して手がける強みを活かし、顧客以上に顧客のことを知るパートナーとしての地位

を確立して行きたいと考えます。 

 これらを実践し、顧客ニーズを正確にキャッチして顧客への的確なソリューションを提供すると同時

に、今後新たなサービスビジネスを展開するため、昨年４月に既存の事業組織を大幅に改変し３事業本

部制としました。ＯＳ事業本部、ＳＩ事業本部、ＰＢＳ事業本部の３事業本部がそれであります。マー

ケティング企画、提案ソリューション、開発保守・メンテナンスといったそれぞれの機能をもつこれら

３つの事業に相互に強力なシナジーを発揮させて、高度化が進む市場や多様化する顧客ニーズに応える

迅速、的確、安心なトータルシステムを提案していくことが当社の課題であります。 

 加えて、地域ケーブルネットワーク分野のエキスパート会社であるネクストキャディックス株式会

社、地域の医療・健康分野でのパイロット展開を目指すネクストウェルネス株式会社等、今後は地域に

根ざした生活サービスの創出によるビジネスの拡大にも注力してまいります。そのために、地域ネット

ワークの拡充、看護・医療サービスのコンテンツ開発を推進しております。 

 また、新たな顧客層に対するソリューション提案力の向上を目的として、日本ブロードビジョン株式

会社、株式会社豆蔵、応用技術株式会社、ＥＭＣジャパン株式会社、株式会社ソフトクリエイトと業務

提携を行っており市場競争力の強化を図っております。 

 ＯＳ事業においては、既存案件と共に提案型プロジェクト案件の受注拡大に向けて、顧客志向の徹

底、提案力の強化を図り、販売チャネルの拡大を推し進めてまいりたいと考えております。 

 上記を遂行するために、次の重点施策を推進してまいります。 

①顧客企業の増加とともに、より高度なシステム技術者の採用強化・育成に努めます。 

②市場規模の圧倒的に大きい首都圏での売上拡大、中京圏での新規顧客企業の開拓および大型 

  案件受注体制の整備、大手・中堅顧客へのシステムインテグレーションの推進を積極的に図 

  ります。 

③既存の子会社、関係会社、業務提携先とのアライアンス体制の強化を図り、シナジー効果を 

  増大させ、業績に反映できるよう推進してまいります。また、同業・異業種を問わず、経営 

  シナジーが望める企業との事業提携及びＭ＆Ａの更なる推進に努めてまいります。 

④お客様への提案力や訴求力を強化するため、システムサービスの品質・リスク管理や情報セ 

    キュリティ確保のためのメニューを整備いたします。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月30日）現在において

当企業集団が判断したものであり、また、当企業集団の事業に関する全てのリスクを網羅したものでは

ありません。 

  

(１) 業績の下半期への偏りについて 

 当企業集団の主力事業であるコンピューターシステムの受託開発事業において、特に大型プロジェク

トについては、３月にその納期が集中する傾向となっております。従いまして、今後も売上高及び利益

は下半期に偏る可能性があります。 

  

(２) 特定顧客への依存度について 

過去からの経緯もあり、主要顧客グループの事業展開に関与した主要プロジェクトに参画することが

多く、当企業集団の人員配置を含め、事業計画の基盤の一つとなっております。昨今では安定した関係

を築いておりますが、今後の主要顧客グループの事業展開、業績等の影響を受ける可能性があります。

  

(３) 投資損失引当金について 

当企業集団は、過去の事業投資について、その実質価値の回復する可能性が不確実と判断された場

合、投資損失引当金を計上しております。今後も事業拡大の可能性を探る目的で、慎重な判断のもとに

事業投資を継続してまいりますが、評価の見直しによる損失を計上する可能性があります。 

  

(４) Ｍ＆Ａについて 

当企業集団は、将来の業容拡大にむけて、異業種、同業種企業との幅広いパートナーシップや新組織

構築等の目的に適う案件があれば、積極的にＭ＆Ａを検討していく所存であります。従って、そのため

の調査費用、営業譲渡費用等が業績に一時的な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(５) 優秀な人材の確保及び育成コストについて 

当企業集団が今後、事業を拡大していくためには、常に優秀かつ十分な人材を確保していく必要があ

ります。必要な人材を予定どおり確保できない場合、今後の当企業集団の事業展開に支障をきたす可能

性があります。 

また、有能な即戦力の人材確保のための中途採用、社員の技術レベル向上のための育成コストは、当

企業集団の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(６) ストックオプション及び株式の希薄化について 

当企業集団は、役員、従業員、コンサルタント等に対し、ストックオプションを付与しております。

また、平成18年１月に第三者割当による新株予約権の発行を決議しております。従って、これらが行使

された場合、保有株主の株式価値を希薄化させる可能性があります。 

  

(７) 案件の大型化について 

当企業集団の主力事業であるコンピューターシステムの受託開発事業においては、従来のＩＴアウト

ソーシング受託に提案型のプロセスマネージメントを付加した、より顧客満足度を追求した新しい受注

形態が増えてきております。これにより、案件の大型化が進む傾向にありますが、不採算プロジェクト

化した場合の業績に与える影響も大きくなる可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(１) 販売代理店契約 

当社は平成18年２月、ＥＭＣジャパン株式会社とソフトウェア製品に関する販売代理店契約を締結し

ております。 

  

(２) 株式譲渡契約 

当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づき、株式会社システムシンクの株式を取得する株

式譲渡契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といたしました。 

 なお、詳細につきましては、「第５経理の状況、２財務諸表等、(1) 財務諸表、注記事項(重要な後

発事象)」に記載しております。 

  

６ 【研究開発活動】 

当企業集団は、顧客のニーズやシステム開発環境に適合した最適なシステムソリューションの提供、社

会的ニーズの高い分野で、システム技術を活用した高品質で汎用性の高いサービスを提供すべく、調査分

析や研究開発を通常のシステム開発作業の中で行っております。 

よって、当社はこれらを特に研究開発費として計上しておりませんので、特に記載すべき事項はありま

せん。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりとなっております。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月30日）現在において

当企業集団が判断したものであり、将来生じる実際の結果と異なる可能性がありますので、ご留意願い

ます。 

(１) 重要な会計方針及び見積り 

当企業集団の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作

成されております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、特に以下の事項が重要な影響を及ぼすと

考えております。 

  

① 投資有価証券 

当企業集団は、事業投資の一環として投資有価証券を保有しております。それらのうち、時価の

あるものについては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法を適用し、評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。また、時価のないものについて

は、移動平均法による原価法で計上しております。 

  

② ソフトウェア 

当企業集団は、自社利用目的及び販売目的のソフトウェアを無形固定資産として計上しておりま

す。その減価償却の方法について、自社利用目的のソフトウェアは、社内における利用期間による

定額法により償却を行っており、販売目的のソフトウェアは、見込販売数量に基づく方法により償

却を行っております。販売目的のソフトウェアで主なものは、ＳＩ事業における滞納管理・収納支

援システム「ＣＡＲＡＴＳ」、製造系電子回路設計支援ＣＡＤシステム「Ｍｉｌｌｅｍ」、ＰＢＳ

事業における訪問看護支援システムの中核をなす「翡翠シリーズ」、となっております。 

  



③ 貸倒引当金 

当企業集団は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

④ 退職給付引当金 

当企業集団は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（３年）による按分額を翌連結会計年度より費用処理することとしておりま

す。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による按分額を発生した連結会計年度より費用処理することとしております。 

なお、当企業集団は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年１月に適格退職年金制度について確

定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

  

⑤ 投資損失引当金 

当企業集団は、事業投資の一環として投資有価証券を保有しておりますが、その発行会社の財政

状態の悪化による損失に備えるため、実質価値の低下に相当する額を投資損失引当金として計上し

ております。 

  

(２) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当企業集団の当連結会計年度の経営成績は、個人情報保護法の施行による情報セキュリティ対策投資

の本格化や、ＩＴ投資促進税制といった支援策によるシステム更新ニーズの高まりを背景に、ＩＴマネ

ージメントサービスの提供を強力に推進した結果、売上高が前連結会計年度に比べ36.9％増の6,911百

万円、経常利益が前連結会計年度に比べ44.4％増の237百万円、当期純利益が前連結会計年度に比べ

43.1％増の88百万円となりました。 

 売上高の増収要因、内訳としては、ＯＳ事業において、従来の主要顧客から引き続き安定した受注の

確保、またそのグループ会社や新規顧客開拓に成功した結果、前連結会計年度の3,400百万円から

13.7％増収の3,865百万円となりました。ＳＩ事業においては、ＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客

に対し、多種多様なニーズに即応した付加価値の高いサービスを提供した結果、前連結会計年度の

1,371百万円から6.6％増収の1,461百万円となりました。当連結会計年度より本格的に稼動したＰＢＳ

事業においては、今後マーケット規模の拡大が見込まれるデータストレージ分野を中心に積極的な提案

活動を行った結果、前連結会計年度の278百万円から468.7％増収の1,585百万円となりました。 

 利益については、経常利益が売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ44.4％増の237百万円に、

当期純利益は、投資有価証券売却による損失計上48百万円、投資先の業績悪化に伴う投資有価証券評価

損の計上11百万円等がありましたが、前連結会計年度に比べ43.1％増の88百万円となりました。 

  



(３) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当企業集団の財政状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、330百万円のキャッシュを使用

しました。（前連結会計年度は27百万円のキャッシュを獲得。）これは、主として売上債権の増加およ

びたな卸資産の増加によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より30百万円少ない238百万円のキャッシ

ュを使用しました。差入保証金による支出、無形固定資産の取得が主な要因となっております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より488百万円多い612百万円のキャッシュ

を得ました。長期借入れによる収入、新株予約権の行使による収入が主な要因となっております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施した設備投資総額は、114,525千円であり、その主な内訳は、ＳＩ事業における

販売目的ソフトウェアである滞納管理・収納支援システム「ＣＡＲＡＴＳ」29,532百万円、製造系電子回

路設計支援ＣＡＤシステム「Ｍｉｌｌｅｍ」29,500千円などであります。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、建物を賃借しており、年間賃借料は下記のとおりであります。 

 
３ 東京本部及び青山人材/開発センターは、平成18年５月より東京都港区へ移転しております。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

 
  

事業所名(所在地) 事業部門別の名称
設備の
内容

帳簿価額
従業
員数 
(人)建物

(千円)
器具備品
(千円)

車両
(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

本社 
(大阪市中央区)

全社共通部門
什器・ソフト
ウェア等

3,739 7,844 847 14,683 27,115 154

東京本部 
(東京都渋谷区)

ＯＳ事業・ＳＩ事業・ＰＢＳ事業
什器・ソフト
ウェア等

2,609 12,020 ― 91,193 105,823 36

名古屋本部 
(名古屋市中区)

ＯＳ事業 什器等 647 1,236 ― 1,380 3,264 53

青山人材/開発センター 
(東京都渋谷区)

ＯＳ事業 什器等 ― 193 ― ― 193 65

豊田開発センター 
（愛知県豊田市）

ＯＳ事業 什器等 ― 32 ― ― 32 26

本社 33,364千円

東京本部 23,743千円

名古屋本部 20,409千円

青山人材/開発センター 10,429千円

豊田開発センター 5,965千円

事業所名(所在地) 事業部門別の名称 設備の内容
年間
リース料
(千円)

リース 
契約残高 
(千円)

備考

本社 
(大阪市中央区)

全社共通部門

パソコン、その周
辺機器、什器及び
ソフトウェアライ
センス他

21,219 59,217
所有権移転外ファ
イナンス・リース

名古屋本部 
(名古屋市中区)

ＯＳ事業
パソコン、その周
辺機器及び什器他

2,518 5,118 同上

青山人材/開発センター 
(東京都渋谷区)

ＯＳ事業 什器他 1,061 1,204 同上

東京本部 
(東京都渋谷区)

ＯＳ事業・ＳＩ事業・ＰＢＳ事業 什器他 808 917 同上

豊田開発センター 
(愛知県豊田市)

ＯＳ事業 什器他 664 963 同上



(2) 国内子会社 

ネクストキャディックス株式会社 

 
 (注) 平成18年５月より、東京都港区へ移転しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成18年３月31日現在における主な設備の新設計画は、東京本部および青山人材/開発センターの移転

に伴うものであり、次のとおりであります。 

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

東京本部および青山人材/開発センターの移転に伴い、建物内装設備等の除却が発生する予定でありま

す。 

  

事業所名(所在地) 事業部門別の名称
設備の
内容

帳簿価額
従業 
員数 
(人)建物

(千円)
器具備品
(千円)

ソフト
ウェア 
(千円)

合計
(千円)

本社 
（東京都渋谷区）

ＳＩ事業 什器等 3,163 5,233 15,275 23,672 19

事業所名(所在地) 設備の内容

投資予定額

資金調達方法

着手および完了予定年月

完成後の 
増加能力総額 

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

東京本部 
（東京都港区）

東京本部事務所
設備および敷金

120,000 100,000 自己資金 平成18年３月 平成18年５月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
(注) 平成17年９月７日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付で、１株を４株に株式分割いたしまし

た。これにより、会社が発行する株式の総数を株式分割の割合に応じて228,600株増加し、304,800株に変更し

ております。 

  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 304,800

計 304,800

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 82,328 82,328

大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット・ヘラク
レス市場

―

計 82,328 82,328 ― ―

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 89個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,424株（注）1,2,3 同左（注）1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり
14,375円

(注) 1,2,4
同左（注）1,2,4

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 14,375円
資本組入額 14,375円

(注) 1,2
同左（注）1,2

新株予約権の行使の条件

 平成14年６月27日開催の定

時株主総会決議及び平成15年

２月21日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象取締役

及び従業員との間で締結する

「新株予約権付与契約書」に

定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他一切の処

分は認めない。
同左



(注) １ 平成16年３月19日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２ 平成17年11月18日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

３ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、16株であります。 

４ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

 
(注) １ 平成16年３月19日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２ 平成17年11月18日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

３ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、16株であります。 

４ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 77個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,232株(注)1,2,3 同左（注）1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり
52,748円

(注) 1,2,4
同左（注）1,2,4

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 52,748円
資本組入額 52,748円

(注) 1,2
同左（注）1,2

新株予約権の行使の条件

 平成15年６月27日開催の定

時株主総会決議及び平成16年

６月４日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象取締役

及び従業員との間で締結する

「新株予約権付与契約書」に

定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他一切の処

分は認めない。
同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



 
(注) １ 平成17年11月18日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、４株であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 580個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,320株 (注) 1,2 同左（注）1,2

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり
48,471円
(注) 1,3

同左（注）1,3

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 48,471円
資本組入額 48,471円

(注) 1
同左（注）1

新株予約権の行使の条件

 平成16年６月29日開催の定

時株主総会決議及び平成16年

９月17日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象取締役

及び従業員との間で締結する

「新株予約権付与契約書」に

定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他一切の処

分は認めない。
同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



 
(注) １ 平成17年11月18日付の株式分割（１：４）に伴い、株式数、発行価格、資本組入額等が修正されましたが、

上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、４株であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 995個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 3,980株 (注) 1,2 同左（注）1,2

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり
59,500円
(注) 1,3

同左（注）1,3

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 59,500円
資本組入額 29,750円

(注) 1
同左（注）1

新株予約権の行使の条件

 平成17年６月29日開催の定

時株主総会決議及び同日開催

の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業員と

の間で締結する「新株予約権

付与契約書」に定めるものと

する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡、質入その他一切の処

分は認めない。
同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



 
(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、50株であります。 

２ 新株予約権行使時の１株当たり金額は、新株予約権の要項に規定された行使価額の修正条項により変更され

ます。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

取締役会の決議日(平成18年１月10日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 238個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 11,900株 (注) 1 同左 (注) 1

新株予約権の発行価額 １個当たり 34,000円 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり
70,236.7円
(注) 2,3

１株当たり
60,654円
(注) 2,3

新株予約権の行使期間
平成18年１月27日～
平成20年１月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 70,236.7円
資本組入額 35,119円

発行価格 60,654円
資本組入額 30,327円

新株予約権の行使の条件

 平成18年１月10日開催の取

締役会決議に基づき、第三者

割当の方法により「新株予約

権発行要項」に定めるものと

する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項  取締役会の承認を要する。 同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割（１：４）によるものであります。 

２ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式5,784株は、「個人その他」に5,784株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が45株含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年３月19日(注)1 12,930 17,240 ─ 508,375 ─ 636,735

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日(注)2

239 17,479 10,456 518,831 10,456 647,191

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日(注)2

1,574 19,053 77,037 595,868 64,017 711,208

平成17年11月18日(注)1 57,837 76,890 ― 595,868 ― 711,208

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日(注)2

5,438 82,328 186,775 782,644 174,275 885,484

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 8 8 40 4 ― 2,648 2,708 ―

所有株式数 
(株)

― 7,079 1,974 15,900 3,251 ― 54,124 82,328 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 8.60 2.40 19.31 3.95 ― 65.74 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 当社は自己株式5,784株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.03％）を保有しておりますが、当該株式

については議決権がないため、上記の大株主から除外しております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が45株(議決権45個)含まれてお

ります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社ティ・エヌ・ヴィ 兵庫県西宮市大井手町１－７ 11,824 14.36

豊 田 崇 克 神戸市東灘区鴨子ヶ原 9,821 11.93

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ613（常任代理人 ドイ
ツ証券株式会社）

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC2N 2DB, UK 
（東京都千代田区永田町２－１１－１）

2,969 3.61

ネクストウェア従業員持株会 大阪市中央区北久宝寺町４－３－11 2,550 3.10

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 2,300 2.79

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,920 2.33

太 田 修 啓 大阪府豊中市上野西 1,858 2.26

田   英 樹 兵庫県西宮市松風町 1,738 2.11

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－４－１ 1,700 2.06

ネクストウェア取引先持株会 大阪市中央区北久宝寺町４－３－11 1,297 1.58

計 ― 37,977 46.13

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 5,784

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 76,544 76,544 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 82,328 ― ―

総株主の議決権 ― 76,544 ―



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

  

(イ)当社は自己株式取得方式のストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第210

条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年６月27日第11期定期株主

総会終結時に在任する取締役７名及び在籍する従業員34名に対して付与することを平成13年６月27

日の定時株主総会において決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または株式交換もしくは株式移転を行う場合、譲渡す

べき株式の数について当社は必要と認める調整を行います。なお、株式の分割または併合が行われる場合、

譲渡すべき株式の数は分割または併合の比率に応じ比例的に調整を行います。但し、かかる調整は、当該時

点で対象者が付与された権利を行使していない株式についてのみ行われ、調整の結果生じる単位未満の株式

については、これを切り捨てるものとします。 

２ 当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
３ ① 対象者は、権利行使時においても、取締役または従業員であることを要します。但し、任期満了等の正

当な理由による退任並びに定年及び会社都合による退職の場合に限り、付与された権利を行使すること

ができます。 

② 対象者が死亡した場合は、対象者の相続人は、対象者の死亡の日から１年間に限り権利を行使すること

ができます。但し、相続人が行使できる期間は、前記に定める行使期間内に限るものとし、対象者が行

使期間到来前に死亡した場合には、相続人が行使できる期間は、前記に定める行使期間の始期から１年

間とします。なお、対象者が書面により、当社に対して、相続人による権利行使を希望しない旨を申し

出た場合は、この限りではありません。なお、相続人中、権利を承継する者につき相続が開始された場

合、その相続人は権利を承継できません。権利承継者の全員が死亡した場合、権利は自動的に消滅しま

す。 

③ その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員と

の間で締結する「株式譲渡請求権付与契約」に定めるところによります。 

４ 株式譲渡請求権付与契約の締結日以降の退職者により、平成18年５月31日現在では、付与対象者は33名、株

式譲渡株数は122株となっております。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ネクストウェア株式会社

大阪市中央区北久宝寺町
４－３－11

5,784 ― 5,784 7.03

計 ― 5,784 ― 5,784 7.03

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ７名
当社従業員 34名

株式譲渡請求権の譲渡の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 163

株式譲渡請求権の権利行使時の払込金額 (円) 599,750

株式譲渡請求権の行使期間 平成14年７月１日～平成18年６月30日

株式譲渡請求権の行使の条件 (注)３

株式譲渡請求権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 

譲渡価額
＝
調整前 

譲渡価額
×

分割・新規発行前の１株当たり株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



(ロ)当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年

改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日第12期定期株主総会

終結時に在任する取締役及び在籍する従業員に対して付与することを、平成14年６月27日の定時株

主総会において決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かか

る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
３ 新株予約権の行使条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合

はこの限りではありません。 

② その他の条件については、定時株主総会決議および取締役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによります。 

４ 新株予約権付与契約の締結日以降の退職者により、平成18年５月31日現在では、付与対象者は46名、新株発

行予定株数は89株となっております。 

  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ５名
当社従業員 46名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 200

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 230,000

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成20年６月30日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(ハ)当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年

改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役、監査

役、従業員、コンサルタント等に対して付与することを、平成15年６月27日の定時株主総会におい

て決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社は、平成16年３月19日付で１：４の株式分割を行っており、新株予約権１個当たりの目的となる株式数

は４株となっております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かか

る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
４ 新株予約権の行使条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社および当社子会社の取締役、監査役、従

業員、コンサルタント等の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合はこの限りではありません。 

② その他の条件については、定時株主総会決議および取締役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによります。 

５ 新株予約権付与契約の締結日以降の退職者により、平成18年５月31日現在では、付与対象者は39名、新株発

行予定株数は308株となっております。 

  

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ５名
当社従業員 36名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 340

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 210,992

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成21年６月30日まで

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(ニ)当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年

改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役、監査

役、従業員、コンサルタント等に対して付与することを、平成16年６月29日の定時株主総会におい

て決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かか

る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
３ 新株予約権の行使条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社および当社子会社の取締役、監査役、従

業員、コンサルタント等の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合はこの限りではありません。 

② その他の条件については、定時株主総会決議および取締役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

４ 新株予約権付与契約の締結日以降の退職者により、平成18年５月31日現在では、付与対象者は55名、新株発

行予定株数は580株となっております。 

  

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  ５名
当社従業員  48名 
子会社従業員 ６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 600

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 193,883

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成22年６月30日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(ホ)当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年

改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役、監査

役、従業員等に対して付与することを、平成17年６月29日の定時株主総会において決議されたもの

であります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かか

る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
３ 新株予約権の行使条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社および当社子会社の取締役、監査役、従

業員等の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合はこの限りではありません。 

② その他の条件については、定時株主総会決議および取締役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

４ 新株予約権付与契約の締結日以降の退職者により、平成18年５月31日現在では、付与対象者は48名、新株発

行予定株数は995株となっております。 

  

  

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ８名
当社従業員 41名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 1,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 238,000

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額
＝
調整前 

払込金額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 
イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月29日現在 

 
（注）未行使割合が５割以上である理由 

経済情勢や市場動向の経営環境を総合的に勘案して自己株式の取得を行っているため、未行使割合が高くなっ

ております。 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

平成18年６月29日現在 

 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。なお、当社は定款において、「当社は、会社法第459条第１項の規定に

より、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる。」旨を定めております。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類】 普通株式

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
（平成17年６月29日決議）

200 75,000,000

前決議期間における取得自己株式 ― ―

残存決議株式数及び価額の総額 200 75,000,000

未行使割合（％） 100.0 100.0

区分 株式数(株)

保有自己株式 4,356



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元について、最も重要な経営課題として認識しております。上場以来、企

業体質の強化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実に努めてまいりましたが、第13期より配当による

利益配分を実施させていただいており、当期も１株当たり125円の配当を実施することとしております。 

今後とも、当社は毎期、事業の現状及び将来の事業展開を多角的かつ慎重に検討して、株主に対する利

益還元と内部留保の充実の双方を達成すべく努力してまいります。また、収益状況に応じた配当の実施に

ついても毎期具体的施策を検討し、その実施について皆様にお伝えさせていただく方針でございます。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット・ヘラクレス市場)におけるものであり

ます。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット・ヘラクレス市場)におけるものでありま

す。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 760,000 365,000
1,220,000
※396,000

303,000
410,000
※95,000

最低(円) 312,000 125,000
206,000
※210,000

136,000
180,000
※63,900

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 89,400 82,000 79,200 95,000 93,900 83,100

最低(円) 72,500 64,100 63,900 66,100 64,500 73,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

ＣＥＯ 豊 田 崇 克 昭和38年10月12日生

昭和59年４月 日本エス・イー㈱入社

9,821

平成２年６月 日本エス・イー㈱関西支店より分

社し関西日本エス・イー㈱設立

平成８年６月 同社常務取締役就任

平成９年６月 同社代表取締役副社長就任

平成９年８月 ネクストウェア㈱へ社名変更

平成10年４月 当社代表取締役社長就任

平成14年９月 ネクストアイ㈱（現ネクストキャ

ディックス㈱）代表取締役就任

平成17年１月 ネクストウェルネス㈱取締役就任

(現任)

平成17年６月 ネクストキャディックス㈱取締役

会長就任(現任)

平成17年６月 当社代表取締役社長ＣＥＯ就任

(現任)

平成18年１月 ネクストインベストメント㈱代表

取締役社長就任(現任)

平成18年４月 ㈱システムシンク代表取締役社長

就任(現任)

平成18年５月 ネクストアイ㈱代表取締役社長就

任(現任)

代表取締役 
副社長

ＣＯＯ 田   英 樹 昭和41年３月５日生

昭和62年４月 日本デジタルデザイン㈱入社

1,738

平成９年７月 関西日本エス・イー㈱入社 

同社営業部長就任

平成９年８月 ネクストウェア㈱へ社名変更

平成10年４月 当社大阪本部長就任

平成11年４月 当社統括本部長就任

平成11年６月 当社取締役統括本部長就任

平成12年６月 当社常務取締役就任

平成13年４月 当社ウェアコンサルティング事業

本部長就任

平成16年２月 ネクストキャディックス㈱代表取

締役副社長就任

平成17年１月 ネクストウェルネス㈱代表取締役

社長就任(現任)

平成17年６月 ネクストキャディックス㈱代表取

締役社長就任(現任)

平成17年６月 当社代表取締役副社長ＣＯＯ就任

(現任)



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

専務取締役
執行役員 
リソース戦略 
本部長

梨 本 豊代美 昭和35年７月26日生

昭和61年11月 日本エス・イー㈱入社

1,184

平成６年４月 関西日本エス・イー㈱に移籍

平成８年４月 同社名古屋営業所長代理就任

平成９年４月 同社名古屋営業所長就任

平成９年８月 ネクストウェア㈱へ社名変更 

名古屋営業所を名古屋支店に組織

変更 

当社名古屋支店長就任

平成12年４月 当社統括本部長就任

平成12年６月 当社取締役就任

平成12年７月 当社名古屋本部長就任

平成13年４月 ネクストアイ㈱（現ネクストキャ

ディックス㈱）取締役就任

平成14年４月 当社東京本部長就任

平成15年４月 当社取締役首都圏統括本部長就任

平成16年４月 当社アウトソーシング事業本部長

就任

平成16年６月 当社常務取締役就任

平成17年６月 当社取締役常務執行役員就任

平成18年４月 当社リソース戦略本部長就任（現

任）

平成18年６月 当社専務取締役執行役員就任（現

任）

常務取締役
執行役員 
営業統轄 
本部長

守 安  充 昭和36年６月５日生

昭和60年４月 昭和コンピューター㈱入社

9

平成５年10月 ㈱ソリトンシステムズ入社

平成10年２月 シーアイエス㈱（現ソニーグロー

バルソリューションズ㈱）入社

平成16年11月 ネクストウェア㈱入社 

当社執行役員ＰＢＳ事業開発室長

就任

平成17年１月 ネクストウェルネス㈱取締役就任

（現任）

平成17年４月 当社ＰＢＳ事業本部長就任

平成17年６月 当社取締役執行役員就任

平成18年４月 当社営業統轄本部長就任（現任）

平成18年６月 当社常務取締役執行役員就任（現

任）

取締役
執行役員 
技術統轄 
本部長

岸 灘 俊 幸 昭和38年１月４日生

昭和62年４月 住金システム開発㈱入社

306

平成12年８月 ネクストウェア㈱入社 

当社大阪アウトソーシング部チー

フコンサルタント就任

平成13年４月 当社大阪アウトソーシング部長就

任

平成14年４月 当社名古屋本部本部長補佐就任

平成15年４月 当社執行役員就任 

当社アウトソーシング統括本部長

就任

平成16年４月 当社ウェアコンサルティング事業

本部ＳＩ統括事業部長就任

平成17年４月 当社ＳＩ事業本部長就任

平成17年６月 当社取締役執行役員就任（現任）

平成18年４月 当社技術統轄本部長就任（現任）

取締役
執行役員 

経営戦略部長
脇 本 寿 郎 昭和43年３月９日生

平成４年４月 日立造船㈱入社

109

平成15年１月 当社入社 経営企画室長就任

平成16年４月 当社経営企画部長就任

平成17年４月 当社経営戦略部長就任（現任）

平成17年６月 当社執行役員就任

平成18年６月 当社取締役執行役員就任（現任）



 
(注) １ 取締役泉秀昭は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。  

２ 監査役藤原秀雄及び服部敬は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 内部監査室長 山 口 能 孝 昭和39年４月７日生

平成２年10月 太田昭和監査法人（現新日本監査

法人）大阪事務所入所

45
平成12年８月 山口公認会計士事務所開設

平成16年３月 税理士法人堂島会計事務所設立

平成17年６月 当社取締役就任（現任）

平成18年６月 当社内部監査室長就任（現任）

取締役 泉  秀 昭 昭和34年８月21日生

平成３年４月 弁護士登録

13

平成３年４月 巽貞男法律事務所入所

平成10年12月 オーストラリアメルボルン大学大

学院修了

平成11年４月 センチュリー法律事務所入所(現

Ｌ＆Ｊ法律事務所)(現任)

平成13年６月 当社監査役就任

平成18年６月 当社監査役辞任

平成18年６月 当社取締役就任（現任）

監査役 
常勤

腰 塚   弘 昭和22年５月13日生

昭和56年３月 日本エス・イー㈱入社

354

昭和62年３月 同社取締役関西支店支店長就任

平成２年５月 エス・イー・ドメイン㈱代表取締

役常務就任

平成４年４月 日本エス・イー㈱取締役第三事業

部長就任

平成５年６月 関西日本エス・イー㈱代表取締役

常務就任

平成８年６月 同社代表取締役専務就任

平成９年６月 同社専務取締役就任

平成９年８月 ネクストウェア㈱へ社名変更

平成11年６月 当社常勤監査役就任(現任)

平成14年９月 ネクストアイ㈱（現ネクストキャ

ディックス㈱）監査役就任

監査役 藤 原 秀 雄 昭和９年２月20日生

昭和29年４月 西宮税務署入署

108

昭和62年７月 国税庁長官大阪派遣主任監察官

平成１年７月 大阪国税局特別整理総括第一課長

就任

平成２年７月 草津税務署長就任

平成３年７月 旭税務署長就任

平成４年７月 藤原秀雄税理士事務所開業(現任)

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 服 部  敬 昭和40年９月26日生

平成３年４月 弁護士登録

0

平成３年４月 昭和法律事務所入所

平成10年４月 はばたき綜合法律事務所入所（現

任）

平成18年６月 当社監査役就任（現任）

計 13,687

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
（株）

細 川 雄 介 昭和36年12月21日

昭和60年４月 細川会計事務所入所

80
平成７年１月 細川会計事務所開設

平成10年２月 当社監査役就任 

（平成12年６月29日退任）



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営判断の迅速化を図るとともに、経営の透明性向上の観点より、経営チェック機能の充

実・コンプライアンス遵守の経営を徹底させております。 

取締役会においては、経営の基本方針と法令を遵守のうえ、すべての重要事項を決定しております。

また、取締役・執行役員間においても、その相互の内部牽制を経営管理に生かしております。 

監査役は、取締役会などの重要な会議に出席して意見を述べるほか、必要に応じて経営幹部に対し経

営に関する報告を求め、健全経営ならびに企業としての社会的信頼向上のため、監査機能の強化・充実

を図っております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

・監査役制度を維持し、定例の監査役会を毎月開催いたしております。 

・監査役３名のうち２名は社外監査役（弁護士・税理士）を選任いたしております。 

・執行役員制度を導入いたしております。 

・毎月定例の取締役会に加え、臨時取締役会および取締役間の随時打合せを行い、迅速かつ効率的な

業務の執行および執行役員との間の内部牽制を図っております。 

・会計監査人は、四半期毎に当企業集団における会計監査を実施し、必要に応じ監査役と意見交換を

することにより、コーポレート・ガバナンスに対して大きな役割を果たしております。 

・弁護士事務所と顧問契約を締結し、必要に応じ企業法務に関するアドバイスを受けております。 

・会計監査の状況 

  ａ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 
＊同監査法人は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち

自主的に業務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づ

いて平成18年３月期および平成19年３月期会計期間をもって交替する予定となっておりました

が、同法人の交替規程改訂により、前倒しで両名とも平成18年３月期会計期間をもって交替す

る予定となっております。 

  ｂ 監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士    6名 

    会計士補    14名 

・役員報酬の内容 

 
・監査報酬の内容 

 
  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員 小西 忠光
新日本監査法人

８年 ＊

業務執行社員 村井 城太郎 ８年 ＊

取締役に支払った報酬 96,415 千円

監査役に支払った報酬 18,620 千円

公認会計士法第２条第１項に
規定する業務に基づく報酬

8,050 千円

上記以外の業務に基づく報酬 ― 千円



②会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係概要 

・社外監査役２名につきましては、平成18年３月31日現在で当社普通株式を121株保有しておりま 

  すが、会社との取引関係およびその他利害関係はありません。 

  

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1ヵ年（最近事業年度の末日からさ

かのぼって1ヵ年）における実施状況 

  経営の基本方針その他重要事項を決定する「責任者会議」「経営会議」を取締役会以外に毎月開

催いたしております。 

  また、取締役、執行役員ならびに経営幹部が出席する営業部門の会議も定例・随時に開催し、事

業環境の分析、事業計画の進捗状況などの情報共有化とコンプライアンスの徹底を図り、経営判断

に反映させております。 

  常勤監査役は、定例メンバーとして「責任者会議」「経営会議」にも出席し、高い視点からコー

ポレート・ガバナンスの強化に役立てております。 

  このほか、情報セキュリティポリシーを正式に策定し、それを推進する委員会を新たに立ち上げ

ております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、第15期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び第15期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び第16期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,138,649 1,190,680

 ２ 受取手形及び売掛金 1,454,260 2,645,643

 ３ たな卸資産 121,638 264,046

 ４ 繰延税金資産 50,813 51,396

 ５ その他 97,868 106,703

   貸倒引当金 △15,277 △389

   流動資産合計 2,847,954 80.1 4,258,081 84.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 22,046 24,438

    減価償却累計額 11,760 10,285 14,278 10,159

  (2) その他 67,067 85,201

    減価償却累計額 46,070 20,996 57,792 27,409

   有形固定資産合計 31,281 0.9 37,569 0.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 21,483 14,322

  (2) ソフトウェア 84,242 122,532

  (3) その他 15,218 16,685

   無形固定資産合計 120,944 3.4 153,540 3.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 241,942 159,584

  (2) 長期貸付金 1,560 1,200

  (3) 従業員長期貸付金 392 ―

  (4) 繰延税金資産 27,399 16,156

  (5) 差入保証金 75,660 183,926

  (6) 積立保険料 70,274 85,338

   (7) 長期性預金 100,000 100,000

  (8) その他 95,942 82,708

   貸倒引当金 ― △8,400

   投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 556,172 15.6 601,513 11.9

   固定資産合計 708,398 19.9 792,623 15.7

   資産合計 3,556,352 100.0 5,050,704 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 609,227 1,378,400

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の 
   社債

120,000 170,000

 ５ 未払金 39,979 57,368

 ６ 未払法人税等 80,455 87,709

 ７ 未払消費税等 24,444 29,367

 ８ 賞与引当金 93,695 93,419

 ９ その他 68,453 67,579

   流動負債合計 1,446,255 40.7 2,500,749 49.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

 ３ 退職給付引当金 2,148 2,950

 ４ その他 2,287 1,565

   固定負債合計 569,935 16.0 568,845 11.3

   負債合計 2,016,191 56.7 3,069,595 60.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 34,389 1.0 38,233 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 16.8 782,644 15.5

Ⅱ 資本剰余金 715,540 20.1 890,743 17.6

Ⅲ 利益剰余金 401,494 11.3 481,209 9.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △15,822 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.7 △195,900 △3.9

   資本合計 1,505,772 42.3 1,942,875 38.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

3,556,352 100.0 5,050,704 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,050,048 100.0 6,911,794 100.0

Ⅱ 売上原価 3,904,808 77.3 5,527,765 80.0

   売上総利益 1,145,239 22.7 1,384,028 20.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 982,374 19.5 1,118,890 16.2

   営業利益 162,864 3.2 265,138 3.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 857 1,046

 ２ 受取配当金 1,187 872

 ３ 受取手数料 998 1,001

 ４ 保険金収入 15,000 ―

 ５ その他 2,924 20,968 0.4 144 3,065 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,667 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 2,312 19,710 0.4 1,836 31,141 0.5

   経常利益 164,122 3.3 237,062 3.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ─ 6,487

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ─ ― ― 18,000 45,364 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 投資損失引当金繰入額 14,000 ―

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 会員権評価損 ─ 1,800

 ４ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ５ 持分変動損失 1,527 23,527 0.5 ― 61,651 0.9

   税金等調整前 
   当期純利益

140,595 2.8 220,776 3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

89,657 109,945

   法人税等調整額 △13,773 75,884 1.5 18,493 128,439 1.9

   少数株主利益 2,862 0.1 3,844 0.1

   当期純利益 61,848 1.2 88,492 1.3



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 647,529 715,540

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使 
   による新株の発行

64,017 174,275

 ２ 自己株式処分差益 3,992 68,010 926 175,202

Ⅲ 資本剰余金期末残高 715,540 890,743

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 347,695 401,494

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 61,848 61,848 88,492 88,492

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 8,050 8,050 8,777 8,777

Ⅳ 利益剰余金期末残高 401,494 481,209



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 140,595 220,776

   減価償却費 72,231 90,034

   営業権償却費 7,161 7,161

   退職給付引当金の増加額 2,148 802

   賞与引当金の増加・減少(△)額 7,094 △275

   貸倒引当金の増加・減少(△)額 3,151 △6,487

   投資損失引当金の 
   増加・減少(△)額

14,000 △38,000

   投資有価証券評価損 8,000 11,788

   会員権評価損 ─ 1,800

   持分変動損失 1,527 ─

   受取利息及び受取配当金 △2,044 △1,918

   支払利息及び社債利息 15,593 18,054

   売上債権の増加額(△) △378,986 △1,191,382

   たな卸資産の増加(△)・減少額 35,141 △142,408

   その他流動資産の増加(△)額 △5,848 △6,743

   その他固定資産の増加(△)額 △14,278 △15,063

   仕入債務の増加額 214,541 769,172

   その他流動負債の 
   増加・減少(△)額

△10,493 14,269

   その他 553 57,878

    小計 110,086 △210,543

   利息及び配当金の受取額 2,019 1,917

   利息の支払額 △16,207 △18,362

   法人税等の支払額 △68,103 △103,879

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

27,793 △330,868



 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △118,002 △18,000

   定期預金の払戻による収入 11,001 9,600

   有形固定資産の取得による支出 △26,718 △23,024

   無形固定資産の取得による支出 △38,825 △92,274

   長期前払費用の取得による支出 △40,000 ―

   出資及び投資有価証券の取得
   による支出

△58,044 △72,605

   出資及び投資有価証券の売却
   による収入

― 86,393

   保証金の差入による支出 ─ △108,265

   子会社の設立による支出 △10,000 △10,000

   その他 11,797 △10,248

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△268,792 △238,424

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額 88,000 100,000

   長期借入れによる収入 100,000 450,000

   長期借入金の返済による支出 △175,000 △224,266

   社債の発行による収入 ― 50,000

   社債の償還による支出 △20,000 △120,000

   連結子会社の株式の発行による 
   収入

30,000 ―

   新株予約権の行使による収入 140,275 347,638

   新株予約権の発行による収入 ― 11,429

   配当金の支払額 △8,050 △8,777

   自己株式の取得による支出 △64,041 ―

   自己株式の処分による収入 33,586 7,796

   その他 ― △900

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

124,770 612,920

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

△116,228 43,627

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 1,190,250 1,074,021

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 1,074,021 1,117,648



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称
  ネクストキャディックス株式会社

１社

 連結子会社の名称

  ネクストキャディックス株式会社

 (2) 主要な非連結子会社名 ネクストウェルネス株式会社 ネクストウェルネス株式会社

ネクストインベストメント株式会社

連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社は、いずれも小規 

 模会社であり、合計の総資産、売 

 上高、当期純損益及び利益剰余金 

 （持分に見合う額）等は、いずれ 

 も連結財務諸表に重要な影響を及 

 ぼしていないためであります。

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結

子会社及び関連会社数

 持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社はありません。

同左

(2) 持分法を適用しない非連

結子会社のうち主要な会

社等の名称

ネクストウェルネス株式会社 ネクストウェルネス株式会社

ネクストインベストメント株式会社

持分法を適用しない理由

  持分法非適用会社は、それぞれ 

 当期純損益及び利益剰余金等に及 

 ぼす影響が軽微であり、かつ全体 

 としても重要性がないためであり 

 ます。

持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

② デリバティブ

時価法

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産 

  仕掛品 

   個別法による原価法 

  商品 

   総平均法による原価法

③ たな卸資産

  仕掛品

同左

  商品

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産 

  定率法により償却を行っており 

 ます。 

  なお、耐用年数及び残存価額に 

 ついては、法人税法に規定する方 

 法と同一の基準によっております。

① 有形固定資産 

       同左

② 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用) 

   社内における利用可能期間に 

  よる定額法により償却を行って 

  おります。

② 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用) 

       同左

  ソフトウェア(販売用) 

 見込販売数量に基づく方法によ

り償却を行っております。

  ソフトウェア(販売用) 

     同左

  営業権 

   定額法により償却(5年)を行っ 

  ております。

  営業権 

       同左

③ 長期前払費用

  定額法により償却を行っておりま

す。

③ 長期前払費用

同左

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法

① 新株発行費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

① 新株発行費

同左

② 社債発行費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

 (4) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち、当連結会計年度の負担額を

計上しております。

② 賞与引当金

  

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお子会社においては簡便法を採

用しております。

  数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による按

分額を翌連結会計年度より費用処理

することとしております。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)による按分額

を発生した連結会計年度より費用処

理することとしております。

③ 退職給付引当金

 

同左

④ 投資損失引当金

  投資有価証券について、発行会社

の財政状態の悪化による損失に備え

るため、実質価値の低下に相当する

額を計上しております。

④ 投資損失引当金

同左

 (5) 連結財務諸表の作成の

基礎となった連結会社

の財務諸表の作成にあ

たって採用した重要な

外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の

基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 同左

 (6) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 

 

同左

 (7) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計について繰延ヘッジ処

理を採用しております。

  なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  変動金利の借入債務をヘッジ対象

として金利変動リスクに対して金利

スワップ取引及び金利キャップ取引

を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジの方針

  不利な影響を与えると予想される

リスクを有するヘッジ対象に対し

て、有効性の高いヘッジ手段を選択

することとしております。

③ ヘッジの方針

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ ヘッジの有効性評価の方法

  金融商品に係る会計基準に基づい

て、ヘッジの有効性評価を行ってお

ります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっており

ます。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定は、発生した連結会計

年度に一括償却しております。
同左

７ 利益処分項目等の取扱に

関する事項

 連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいております。
同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。



表示方法の変更 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

―――

(連結キャッシュ・フロー計算書)

１ 前連結会計年度において投資活動によるキャッシ 

 ュ・フローの「その他」に含めておりました「出資  

 及び投資有価証券の売却による収入」は、重要性が 

 増したため、当連結会計年度において区分掲記する 

 ことに変更しました。

  なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシ 

 ュ・フローの「その他」に含めておりました「出資  

 及び投資有価証券の売却による収入」は、11,122千 

 円であります。

２ 前連結会計年度において投資活動によるキャッシ 

 ュ・フローの「その他」に含めておりました「保証 

 金の差入による支出」は、重要性が増したため、当 

 連結会計年度において区分掲記することに変更しま 

 した。

  なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシ 

 ュ・フローの「その他」に含めておりました「保証 

 金の差入による支出」は、1,580千円であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
(連結損益計算書関係) 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

項目
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 発行済株式総数  当社の発行済株式総数は、普通株式

19,053株であります。

 当社の発行済株式総数は、普通株式

82,328株であります。

※２ 自己株式の保有数  連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 1,498株

 連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 5,784株

※３ 非連結子会社に対する

投資

投資有価証券（株式）  10,000千円 投資有価証券（株式）  20,000千円

４  コミットメントライン

契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費

の主なもの

給料手当 316,895千円

役員報酬 89,064千円

賞与引当金繰入 27,268千円

長期前払費用償却 16,933千円

減価償却費 23,372千円

退職給付費用 13,181千円

貸倒引当金繰入 3,151千円

給料手当 350,185千円

役員報酬 119,595千円

賞与引当金繰入 24,294千円

長期前払費用償却 17,999千円

減価償却費 26,195千円

退職給付費用 15,075千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日) (平成18年３月31日)

 

現金及び預金 1,138,649千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△64,628千円

現金及び現金同等物 1,074,021千円
 

現金及び預金 1,190,680千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△73,031千円

現金及び現金同等物 1,117,648千円



(リース取引関係) 

  

 
  

摘要
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末

残高相当額

有形固定資産 無形固定資産 合計

器具備品 
(千円)

ソフトウェア
(千円) （千円）

有形固定資産 無形固定資産 合計

器具備品
(千円)

ソフトウェア 
(千円) （千円）

  取得価額相当額 64,143 72,421 136,565 64,302 65,722 130,024

  減価償却累計額相当額 30,342 20,107 50,449 37,944 26,998 64,943

  連結会計年度末
  残高相当額

33,800 52,314 86,115 26,357 38,723 65,081

(2) 未経過リース料連結会計

年度末残高相当額

  １年以内 23,944千円 24,456千円

  １年超 64,300千円 42,965千円

  合計 88,245千円 67,421千円

(3) 支払リース料 28,562千円 26,735千円

  減価償却費相当額 26,424千円 24,534千円

  支払利息相当額 3,057千円 2,412千円

(4) 減価償却費相当額の算定

方法

 減価償却費相当額の算定方法は、リ

ース期間を耐用年数とし残存価額を零

とする定額法によっております。

 

同左

(5) 利息相当額の算定方法  利息相当額の算定方法は、リース料

総額とリース資産取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっており

ます。

 

 

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

  

 
  

 

 

 

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価
連結貸借対照表
計上額

差額

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

 ①株式 16,912千円 18,938千円 2,025千円

小計 16,912千円 18,938千円 2,025千円

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

 ①株式 44,373千円 35,004千円 △9,369千円

小計 44,373千円 35,004千円 △9,369千円

合計 61,285千円 53,942千円 △7,343千円

２ 時価評価されていない主な有価証券

区分 連結貸借対照表計上額

(1)その他有価証券

 ①非上場株式 178,000千円

計 178,000千円

３ 売却したその他有価証券

区分 売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

 ①株式 11,122千円 648千円 △656千円

計 11,122千円 648千円 △656千円

 



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

 
  

 

 

 

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価
連結貸借対照表
計上額

差額

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

 ①株式 14,965千円 16,290千円 1,325千円

小計 14,965千円 16,290千円 1,325千円

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

 ①株式 95,346千円 67,082千円 △28,264千円

小計 95,346千円 67,082千円 △28,264千円

合計 110,311千円 83,372千円 △26,939千円

２ 時価評価されていない主な有価証券

区分 連結貸借対照表計上額

(1)その他有価証券

 ①非上場株式 56,212千円

計 56,212千円

３ 売却したその他有価証券

区分 売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

 ①株式 86,393千円 20,877千円 48,063千円

計 86,393千円 20,877千円 48,063千円

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について11,788千円の減損処理を行っ

ております。 

 有価証券の減損にあたり、時価のあるものについては、当連結会計年度末におけ

る時価が取得原価の50％以上下落したものについて減損処理を行っております。ま

た、時価の下落率が30％以上50％未満であるものについては、株価の推移及び発行

会社の財政状態等を勘案のうえ、回復可能性が認められないものについて減損処理

を行っております。 

 時価のないものについては、実質価額が取得原価の50％以上下落した場合には、

回復可能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行っており

ます。

 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の内容及び利用目的

  変動金利での借入金に係る将来の金利上昇リスクを

回避するため、金利スワップ取引を行っております。

また、変動金利での借入金に係る将来の金利上昇リス

クを一定条件下で回避するために、キャップ取引を行

っております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

１ 取引の内容及び利用目的

同左

 (1) ヘッジ会計の方法

   ヘッジ会計について繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。

   なお、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プ取引については、特例処理を採用しております。

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   変動金利の借入債務をヘッジ対象として金利変動

リスクに対して金利スワップ取引及び金利キャップ

取引を行っております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジの方針

   不利な影響を与えると予想されるリスクを有する

ヘッジ対象に対して、有効性の高いヘッジ手段を選

択することとしております。

 (3) ヘッジの方針

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   金融商品に係る会計基準に基づいて、ヘッジの有

効性評価を行っております。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

２ 取引に対する取組方針

  借入金金利総体の中で効率的なリスク管理を図るた

めに行っており、投機目的の取引は行わない方針であ

ります。

２ 取引に対する取組方針

同左

３ 取引にかかるリスクの内容

  金利スワップ取引及びキャップ取引については、市

場金利の変動によるリスクを有しておりますが、借入

金金利総体の範囲内にあり、そのリスクは機会利益の

逸失の範囲内にとどまっております。

  また、デリバティブ取引の取引先を信用力の高い金

融機関に限定していることから、取引相手先の倒産等

により契約不履行に陥るリスクはほとんどないものと

判断しております。

３ 取引にかかるリスクの内容

同左

４ 取引にかかるリスク管理体制

  デリバティブ取引(金利関連)に係る社内規程(財務

業務権限規程)を定め、これに基づき取締役会の承認

を得て、管理部が取引を実施しております。

４ 取引にかかるリスク管理体制

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 金利関係のデリバティブ取引を利用していますが、す

べてヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略し

ております。

同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しており

ます。また、当社は確定給付型の制度のほか、確定拠

出年金制度を採用しております。なお、従業員の退職

等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しており

ます。また、当社は確定給付型の制度のほか、確定拠

出年金制度を採用しております。なお、従業員の退職

等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) ２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日)

 

イ 退職給付債務 2,148千円

ロ 年金資産 ─千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 2,148千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ─千円

ホ 未認識数理計算上の差異 ─千円

ヘ 未認識過去勤務債務 ─千円

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

2,148千円

チ 前払年金費用 ─千円

リ 退職給付引当金(ト－チ) 2,148千円
 

イ 退職給付債務 2,950千円

ロ 年金資産 ―千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 2,950千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―千円

ホ 未認識数理計算上の差異 ―千円

ヘ 未認識過去勤務債務 ―千円

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

2,950千円

チ 前払年金費用 ―千円

リ 退職給付引当金(ト－チ) 2,950千円

 (注) 総合設立の厚生年金基金における平成17年３月

31日現在の当社加入人数割合に基づく年金資産

額は505,140千円であります。

 (注) 総合設立の厚生年金基金における平成18年３月

31日現在の当社加入人数割合に基づく年金資産

額は637,521千円であります。

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

イ 勤務費用(注1) 41,231千円

ロ 利息費用 ─千円

ハ 期待運用収益 ─千円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ─千円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 ─千円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ─千円

ト 退職給付費用 41,231千円

チ 確定拠出年金制度への移行
  に伴う損益

─千円

リ その他(注2) 18,706千円

計 59,938千円

イ 勤務費用(注1) 46,411千円

ロ 利息費用 ―千円

ハ 期待運用収益 ―千円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―千円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 ―千円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―千円

ト 退職給付費用 46,411千円

チ 確定拠出年金制度への移行
  に伴う損益

―千円

リ その他(注2) 21,967千円

計 68,378千円

 (注1) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

 (注2) 「リ その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額であります。

 (注1) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

 (注2) 「リ その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額であります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ─％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ３年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ３年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ３年

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ―％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ３年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ３年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 38,048千円

 未払事業税 7,503千円

 投資損失引当金 23,142千円

 その他 9,519千円

繰延税金資産小計 78,213千円

評価性引当金 ─千円

繰延税金資産合計 78,213千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ─千円

繰延税金負債合計 ─千円

繰延税金資産の純額 78,213千円

繰延税金資産

 賞与引当金 37,934千円

 未払事業税 8,583千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 その他 17,844千円

繰延税金資産小計 82,891千円

評価性引当金 △15,338千円

繰延税金資産合計 67,553千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 67,553千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.3％

住民税均等割等 5.5％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.0％

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.0％

住民税均等割等 4.0％

評価性引当額

法人税特別控除等

その他

7.0％

△3.1％

△1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の合計の金額に占めるコンピュー

タシステムの受託開発事業の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の合計の金額に占めるコンピュー

タシステムの受託開発事業の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 85,774円54銭 １株当たり純資産額 25,382円46銭

１株当たり当期純利益 3,665円11銭 １株当たり当期純利益 1,235円93銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 3,465円30銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 1,144円41銭

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 21,443円64銭

１株当たり当期純利益 916円28銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 866円33銭

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 61,848千円 88,492千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ―千円

普通株式にかかる当期純利益 61,848千円 88,492千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 5,726株

（うち新株引受権） (  435株) (  ─  株)

（うち新株予約権） (  538株) ( 5,726株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

 ───



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

───  当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ ( )内数は１年内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は、期末残高における加重平均で計算しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

ネクスト 
ウェア㈱

第１回 
無担保社債

平成14年３月26日 150,000
150,000
(150,000)

0.88
無担保
社債

平成19年３月26日

ネクスト 
ウェア㈱

第２回 
無担保社債

平成14年５月27日 100,000 ― 0.36
無担保
社債

平成17年５月27日

ネクスト 
ウェア㈱

第３回 
無担保社債

平成15年３月25日 60,000
40,000
(20,000)

0.33
無担保
社債

平成20年３月25日

ネクスト 
ウェア㈱

第４回 
無担保社債

平成17年９月29日 ― 50,000 0.50
無担保
社債

平成20年９月29日

合計 ― ― 310,000
240,000
(170,000)

― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

170,000 20,000 50,000 ─ ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 230,000 330,000 1.09 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 180,000 286,904 1.804 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

375,500 494,330 1.981
平成19年４月～ 
平成23年１月

その他の有利子負債 ─ ― ― ―

合計 785,500 1,111,234 ― ―

区分
１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 214,404 179,746 63,040 37,140



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第15期

(平成17年３月31日)
第16期 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,081,793 1,076,585

 ２ 受取手形 2,856 5,191

 ３ 売掛金 1,361,311 2,549,733

 ４ 商品 74,832 81,505

 ５ 仕掛品 45,691 174,393

 ６ 前払費用 19,080 26,044

 ７ 繰延税金資産 46,385 47,596

 ８ 未収入金 200 24,280

 ９ その他 68,326 69,555

   貸倒引当金 △14,875 △257

   流動資産合計 2,685,603 78.0 4,054,629 82.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 17,635 20,027

    減価償却累計額 11,334 6,300 13,031 6,996

  (2) 車両運搬具 5,182 5,182

    減価償却累計額 3,937 1,245 4,334 847

  (3) 器具備品 55,701 71,267

    減価償却累計額 39,228 16,472 49,940 21,327

   有形固定資産合計 24,018 0.7 29,171 0.6

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 75,284 107,257

  (2) その他 14,615 16,082

   無形固定資産合計 89,900 2.6 123,340 2.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 231,942 139,584

  (2) 関係会社株式 100,000 110,000

  (3) 出資金 3,271 3,574

  (4) 長期貸付金 1,560 1,200

  (5) 従業員長期貸付金 392 ―

  (6) 関係会社長期貸付金 ― 25,000

  (7) 長期前払費用 80,790 60,554

  (8) 繰延税金資産 26,525 14,955

  (9) 差入保証金 75,240 183,506

  (10)積立保険料 70,274 85,338

  (11)長期性預金 100,000 100,000

  (12)その他 11,880 18,580

    貸倒引当金 ― △8,400

    投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 644,877 18.7 714,892 14.5

   固定資産合計 758,797 22.0 867,404 17.6

   資産合計 3,444,401 100.0 4,922,034 100.0



 

  

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 587,050 1,342,811

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の社債 120,000 170,000

 ５ 未払金 44,942 56,646

 ６ 未払費用 39,340 40,900

 ７ 未払法人税等 73,307 78,550

 ８ 未払消費税等 16,831 27,603

 ９ 預り金 9,447 11,103

 10 賞与引当金 85,378 86,918

 11 その他 ─ 8,092

   流動負債合計 1,386,297 40.3 2,439,531 49.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

   固定負債合計 565,500 16.4 564,330 11.5

   負債合計 1,951,797 56.7 3,003,861 61.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 17.3 782,644 15.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 711,208 885,484

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 4,331 4,331 5,258 5,258

   資本剰余金合計 715,540 20.8 890,743 18.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 10,000 10,000

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 228,000 228,000 228,000 228,000

 ３ 当期未処分利益 150,326 218,507

   利益剰余金合計 388,326 11.3 456,507 9.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △15,822 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.9 △195,900 △4.0

   資本合計 1,492,603 43.3 1,918,173 39.0

   負債・資本合計 3,444,401 100.0 4,922,034 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第15期
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

第16期 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,663,744 100.0 6,538,162 100.0

Ⅱ 売上原価 3,701,120 79.4 5,320,134 81.4

   売上総利益 962,623 20.6 1,218,027 18.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 823,714 17.7 981,147 15.0

   営業利益 138,909 3.0 236,879 3.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 616 1,464

 ２ 有価証券利息 240 ―

 ３ 受取配当金 1,187 872

 ４ 受取手数料 998 1,001

 ５ 保険金収入 15,000 ―

 ６ その他 2,645 20,688 0.4 117 3,456 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,591 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 823 18,144 0.4 1,411 30,715 0.5

   経常利益 141,453 3.0 209,621 3.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 6,218

 ２ 投資有価証券売却益 ― 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ― ― ― 18,000 45,095 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 投資損失引当金繰入額 14,000 ―

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ４ 会員権評価損 ― 22,000 0.5 1,800 61,651 0.9

   税引前当期純利益 119,453 2.6 193,065 3.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

73,004 97,914

   法人税等調整額 △8,471 64,533 1.4 18,191 116,106 1.8

   当期純利益 54,920 1.2 76,959 1.2

   前期繰越利益 95,405 141,548

   当期未処分利益 150,326 218,507



売上原価明細書 

  

 
（注）※１ 当事業年度における主な内訳は、家賃地代53,704千円、旅費交通費50,274千円、減価償却費46,935千 

   円、賃借料16,698千円となっております。 

  

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※３ 前事業年度まで「経費」に含めて表示しておりました「商品原価」は、金額的に重要性が増しましたの 

   で区分掲記することに変更いたしました。なお、前事業年度における売上原価明細書を当事業年度と同 

   一の区分により記載した場合、下記のとおりとなります。 

 
※４ 主な内訳は、減価償却費37,823千円、家賃地代35,446千円、旅費交通費29,681千円、賃借料15,524千

   円となっております。 

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 商品原価 ※３ ─ ─ 1,353,092 24.5

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.7 1,465,346 26.6

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.7 2,459,008 44.6

Ⅳ 経費 ※１ 507,928 13.6 235,666 4.3

  当期総製造費用 3,742,442 100.0 5,513,113 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370 45,691

合計 3,746,812 5,558,805

  期末仕掛品たな卸高 45,691 174,393

  他勘定振替高 ※２ ─ 64,276

  当期売上原価 3,701,120 5,320,134

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

販売用ソフトウェア ─ 64,276

計 ─ 64,276

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品原価 359,307 9.6

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.7

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.7

Ⅳ 経費 ※４ 148,621 4.0

  当期総製造費用 3,742,442 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370

合計 3,746,812

  期末仕掛品たな卸高 45,691

  他勘定振替高 ─

  当期売上原価 3,701,120



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

期別及び株主総会承認日
第15期

(平成17年６月29日)
第16期 

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 150,326 218,507

Ⅱ 利益処分額

   １ 配当金 8,777 8,777 9,568 9,568

Ⅲ 次期繰越利益 141,548 208,939



重要な会計方針 

  

項目
第15期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式 

 移動平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ 

  時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品 

 個別法による原価法 

商品 

 総平均法による原価法

仕掛品

同左

商品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法により償却を行っておりま

す。

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 ソフトウェア(自社利用)

  社内における利用可能期間による

定額法により償却を行っておりま

す。

 ソフトウェア(販売用)

  見込販売数量に基づく方法により

償却を行っております。

(2) 無形固定資産

 ソフトウェア(自社利用)

同左

 ソフトウェア(販売用)

同左

(3) 長期前払費用

  定額法により償却を行っておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

    支出時に全額費用として処理して

おります。

(1) 新株発行費

同左

(2) 社債発行費

    支出時に全額費用として処理して

おります。

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

 

同左



項目
第15期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。

  数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による按

分額を翌期より費用処理することと

しております。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)による按分額

を発生時より費用処理することとし

ております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 投資損失引当金

  投資有価証券について、発行会社

の財政状態の悪化による損失に備え

るため、実質価値の低下に相当する

額を計上しております。

(4) 投資損失引当金

  

同左



 
  

(会計処理の変更) 

  

 
  

  

項目
第15期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計について繰延ヘッジ処

理を採用しております。

  なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  変動金利の借入債務をヘッジ対象

として金利変動リスクに対して金利

スワップ取引及び金利キャップ取引

を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジの方針

  不利な影響を与えると予想される

リスクを有するヘッジ対象に対し

て、有効性の高いヘッジ手段を選択

することとしております。

(3) ヘッジの方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

  金融商品に係る会計基準に基づい

て、ヘッジの有効性評価を行ってお

ります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

※１ 会社が発行する株式及
び発行済株式の総数

   １ 会社が発行する株
式総数  

普通株式 68,960株 普通株式 304,800株

   ２ 発行済株式総数 普通株式 19,053株 普通株式 82,328株

※２ 自己株式の保有数 普通株式 1,498株 普通株式 5,784株

 ３ コミットメントライン
契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 260,505千円

役員報酬 89,064千円

家賃地代 67,699千円

支払手数料 72,347千円

旅費交通費 52,927千円

法定福利費 32,690千円

賞与引当金繰入 21,231千円

減価償却費 14,751千円

長期前払費用償却 16,933千円

退職給付費用 11,392千円

貸倒引当金繰入 2,950千円

給料手当 301,592千円

役員報酬 114,195千円

家賃地代 60,492千円

支払手数料 94,694千円

旅費交通費 75,469千円

交際費 52,832千円

法定福利費 35,287千円

賞与引当金繰入 22,476千円

減価償却費 17,137千円

長期前払費用償却 17,999千円

退職給付費用 13,936千円

 

 

販売費に属する費用のおおよその割合 46％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 54％

※２         ───  

販売費に属する費用のおおよその割合 37％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 63％

※２ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

受取利息 418千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

第15期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

第16期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

摘要
第15期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

有形固定資産 無形固定資産 合計

器具備品 
(千円)

ソフトウェア
(千円) （千円）

有形固定資産 無形固定資産 合計

器具備品
(千円)

ソフトウェア 
(千円) （千円）

  取得価額相当額 60,802 65,722 126,524 64,302 65,722 130,024

  減価償却累計額相当額 27,001 13,854 40,856 37,944 26,998 64,943

  期末残高相当額 33,800 51,868 85,668 26,357 38,723 65,081

(2) 未経過リース料期末残高

相当額

  １年以内 23,481千円 24,456千円

  １年超 64,300千円 42,965千円

  合計 87,782千円 67,421千円

(3) 支払リース料 27,005千円 26,271千円

  減価償却費相当額 24,824千円 24,087千円

  支払利息相当額 3,039千円 2,410千円

(4) 減価償却費相当額の算定

方法

 減価償却費相当額の算定方法は、リ

ース期間を耐用年数とし残存価額を零

とする定額法によっております。

 

同左

(5) 利息相当額の算定方法  利息相当額の算定方法は、リース料

総額とリース資産取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっており

ます。

 

 

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

第15期 
(平成17年３月31日)

第16期
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 34,663千円

 未払事業税 6,874千円

 投資損失引当金 23,142千円

 その他 8,230千円

繰延税金資産小計 72,910千円

評価性引当金 ―千円

繰延税金資産合計 72,910千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 72,910千円

繰延税金資産

 賞与引当金 35,289千円

 未払事業税 7,756千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 その他 16,316千円

繰延税金資産小計 77,890千円

評価性引当金 △15,338千円

繰延税金資産合計 62,552千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 62,552千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.6％

住民税均等割等 5.4％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.0％
 

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.9％

住民税均等割等 4.1％

評価性引当額 7.9％

法人税特別控除等 △3.2％

その他 △1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.1％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 85,024円41銭 １株当たり純資産額 25,059円75銭

１株当たり当期純利益 3,254円53銭 １株当たり当期純利益 1,074円85銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 3,077円11銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 
 

995円26銭

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 21,256円10銭

１株当たり当期純利益 813円63銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 769円28銭

第15期
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 54,920千円 76,959千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ─千円

普通株式にかかる当期純利益 54,920千円 76,959千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 5,726株

（うち新株引受権） (  435株) (    ─株)

（うち新株予約権） (  538株) (  5,726株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

───



(重要な後発事象) 

  

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

───  当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱ジャスネット 200 20,000

㈱ＪＷＡＹ 400 20,000

㈱モック 110 18,480

㈱ソフトクリエイト 6,000 17,520

キーコーヒー㈱ 10,000 16,290

㈱ヒューネット 114,000 16,074

アートソフト㈱ 5,000 10,000

㈱焼肉屋さかい 7,300 7,672

大洸ホールディングス㈱ 14,000 7,336

㈱ワン・トゥ・ワン 100 5,000

その他３銘柄 700 1,212

計 157,810 139,584



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期の増加額のうち、主なものは以下のとおりです。 

 
  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 17,635 2,392 ― 20,027 13,031 1,696 6,996

 車両運搬具 5,182 ― ― 5,182 4,334 397 847

 器具備品 55,701 15,879 313 71,267 49,940 10,996 21,327

有形固定資産計 78,519 18,271 313 96,478 67,306 13,090 29,171

無形固定資産

 ソフトウェア 156,170 82,803 ― 238,973 131,716 50,830 107,257

 その他 14,615 33,128 31,509 16,234 151 151 16,082

無形固定資産計 170,786 115,931 31,509 255,208 131,867 50,982 123,340

長期前払費用 143,558 ― 624 142,934 82,380 19,612 60,554

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

器具備品 社内情報関係投資 9,255千円

ソフトウェア 滞納管理・収納支援システム「CARATS」 29,532千円

ソフトウェア 製造系電子回路設計支援CADシステム「Millem」 29,500千円

ソフトウェア 社内情報関係投資 11,160千円

ソフトウェア 翡翠訪問看護システム 5,244千円



【資本金等明細表】 
  

 
(注) １ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、新株予約権の行使によるものです。 

   ２ 既発行株式の増加の原因は、次のとおりであります。 

    (１) 新株予約権の行使  5,438株 

 (２) 株式分割(平成17年11月18日実施)に伴う新株発行  57,837株 

   ３ 当期末における自己株式は、5,784株であります。 

   ４ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものです。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (千円) 595,868 186,775 ─ 782,644

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (19,053) (63,275) ( ─ ) (82,328)

普通株式 (千円) 595,868 186,775 ─ 782,644

計 (株) (19,053) (63,275) ( ─ ) (82,328)

計 (千円) 595,868 186,775 ─ 782,644

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金) 
株式払込剰余金

(千円) 711,208 174,275 ─ 885,484

(その他資本剰余金) 
自己株式処分差益

(千円) 4,331 926 ─ 5,258

計 (千円) 715,540 175,202 ─ 890,743

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 10,000 ─ ─ 10,000

(任意積立金) 
別途積立金

(千円) 228,000 ─ ─ 228,000

計 (千円) 238,000 ─ ─ 238,000

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 14,875 8,657 ― 14,875 8,657

投資損失引当金 57,000 ― 38,000 ― 19,000

賞与引当金 85,378 86,918 85,378 ― 86,918



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 2,650

預金

当座預金 629,745

普通預金 16,769

通知預金 7,000

別段預金 2,887

定期預金 377,527

定期積立金 40,004

小計 1,073,934

合計 1,076,585

相手先 金額(千円)

三洋電機システムソリューションズ㈱ 5,191

合計 5,191

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 1,418

平成18年５月満期 1,427

平成18年６月満期 1,000

平成18年７月満期 1,345

合計 5,191



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。 

  

相手先 金額(千円)

東京女子医科大学病院 1,002,085

シャープシステムプロダクト㈱ 169,314

エニーユーザー㈱ 150,352

㈱Ｂｅｓｔソリューションズ 122,335

㈱データクラフトジャパン 111,638

その他 994,007

合計 2,549,733

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,361,311 6,863,338 5,674,916 2,549,733 69.0 104.0



④ 棚卸資産 

商品 

  

 
  

仕掛品 

  

 
  

⑤ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

  

⑥ 短期借入金、１年内返済予定長期借入金及び長期借入金 

内訳は、第５、１、(1)、⑤連結附属明細表に記載しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

ソフトウェア等 80,844

パソコン等 660

合計 81,505

区分 金額(千円)

ＯＳ事業 42,000

ＳＩ事業 109,551

ＰＢＳ事業 22,841

合計 174,393

相手先 金額(千円)

ノックス㈱ 488,218

㈱テリロジー 136,743

ＥＭＣジャパン㈱ 123,948

ティー・ティー・ティー㈱ 88,620

ソフトバンクＢＢ㈱ 34,680

その他 470,602

合計 1,342,811



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社は端株制度を適用しておりますが、現在端株は生じておりません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10株券 １株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
 野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
 野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料

 

以下の算式により１株当たりの金額を算出し、これを買取った端株の数で按分した金
額とする。
(算式)
１株当たり金額のうち、次の金額区分ごとに算出した金額の合計金額とする。
100万円以下の金額につき 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％
3,000万円を超える金額につき 0.375％
 (円未満の端株が生じたときはこれを切り捨てる。)
ただし、１株当たりの算定金額が2,500円に満たないときは、2,500円とする。

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.nextware.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

資金調達を目的とした第三者割当方式による新株予約権証券の募集に係る有価証券届出書 平成18年１

月10日近畿財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第15期 (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日近畿財務局長に

提出。 

  

(3) 半期報告書 

(第16期中) (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年12月22日近畿財務局長に提

出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権

の発行）に基づく臨時報告書 平成17年６月29日近畿財務局長に提出。 

  

(5) 自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年４月４日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日) 平成17年５月６日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日) 平成17年６月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日) 平成17年７月１日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日) 平成17年８月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日) 平成17年９月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年10月５日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日) 平成17年11月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日) 平成17年12月８日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日) 平成18年１月５日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日) 平成18年２月１日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日) 平成18年３月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日) 平成18年４月３日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日) 平成18年５月２日近畿財務局長に提出。 

報告期間(自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日) 平成18年６月２日近畿財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ネクストウェア株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月30日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ネクストウェア株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月10日に株式会社システムシンクの株式を

取得し、子会社とした。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第15期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ネクストウェア株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月30日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第16期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ネクストウェア株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月10日に株式会社システムシンクの株式を

取得し、子会社とした。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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